
主要施策名：（４）安全・安心なまちづくりの推進

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

143-2 交通災害共済事業 防災安全課

143-3 交通安全対策事業 防災安全課

（４）防犯対策の強化 144-1 防犯対策事業 防災安全課

（５）空家対策の強化 145-1 空家等対策推進事業 防災安全課

141-2 消防団事業 防災安全課

141-3 消防施設・装備整備事業 防災安全課

141-4 水防事業（防災安全課分） 防災安全課

141-5 防災対策事業 防災安全課

141-6 防災行政無線整備運用事業 防災安全課

141-7 国民保護事業 防災安全課

146-1 有明食品衛生協会補助金事業 環境整備課

146-2 消費生活センター事業 くらしサポート課

（２）治山・治水の強
化

142-3 がけ地近接等危険住宅移転事業 土木課

（１）防災体制の強化 141-9 【熊本地震】被災宅地復旧支援事業 土木課

（３）交通安全対策の
強化

143-4 防災・安全交付金事業（交通安全施設） 土木課

142-5 樋門等管理操作事業 土木課

142-6 河川改修推進事業 土木課

142-7 河川維持管理事業 土木課

142-8 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 土木課

142-10 水害対策事業（土木課分） 土木課

（５）空家対策の強化 145-2 老朽危険空き家等除却促進事業 都市整備課

（１）防災体制の強化 141-10 宅地耐震化推進事業 都市整備課

（４）防犯対策の強化 144-2 玉名駅南北広場管理事業 都市整備課

事務事業本数：25

（３）交通安全対策の
強化

（１）防災体制の強化

（６）消費者保護の強
化

（２）治山・治水の強
化

①自然と暮らしを
守るふるさとづくり

（４）安全・安心な
まちづくりの推進
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基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

140-9 危険ブロック塀等安全確保支援事業 営繕課

140-10 民間建築物吹き付けアスベスト対策支援事業 営繕課

①自然と暮らしを
守るふるさとづくり

（４）安全・安心な
まちづくりの推進
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 11 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ □ □ ■ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 交通災害共済事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 伊形 和子

事務事業コード 143-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分 （３）交通安全対策の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県市町村総合事務組合 市町村交通災害共済条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

多発する交通事故により、不幸にも災害を受けた市民に対し、全市民が加入する共済制度により、一定の補償を行う
ことが求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

交通事故により災害を受けた市民又はその遺族

意図
（どのような状態にしたいか）

市が掛金のすべてを負担することで、交通事故により災害を受けた当事者又はその家族に対し、見舞金を支給し、治
療費の軽減を図り住民福祉を増進する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H18 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【 熊本県市町村総合事務組合

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 代行事務

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

市民に対し、実際に入院や通院を行った期間に応じ、交通災害見舞金
を支給する熊本県市町村総合事務組合共済事業の交通災害共済事
業で、共同処理により実施。
申請者から提出の関係書類を熊本県市町村総合事務組合に送付し、
事務組合により審査の後、市に交付された見舞金を申請者の口座に入
金する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 交通災害共済事業（見舞金）

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,672 2,672 2,671 2,672 0

一般財源 2,672 2,672 2,671 2,672

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,851 3,767 3,219 3,222

小　　　　計 1,179 1,095 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

交通災害共済事業（見舞
金）

市が全掛金を負担し、全市民が共済に加入し
見舞金を支払う。

加入者数（国勢調査人
口）

人 66782 66782 66782 66782

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

3,222

対象１単位あたりのコスト（千円） 55 54 67 46

R03年度予算

対象（ 見舞金申請件数 70 70 48 70

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,851 3,767 3,219

145.70% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 102.23% （↑） 80.24% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 見舞金給付率 見舞金の申請件数に対する給付率 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和２年度は、コロナの影響もあると思われ（外出が減ったたため）、実績が負担金額を下回った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

現代社会において、大多数の人が自動車保険に加入している中、あえて市で保険をかける必要性があるのか検討課題であっ
たが、負担金額を実績額が上回り、費用対効果が高いため安易に廃止することは難しいといった結論に達した。しかし令和２
年度は、コロナの影響もあると思われ、負担金額を下回った。今後のコロナの状況も検討しながら、令和4年度継続するか、否
か見直しを行っていきたい。
周知方法としては、広報たまなによる記事の掲載を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 需要が多く、市民のニーズを考えると安易に廃止せずに、事業としては継続する方向に至った。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 11 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 交通安全対策事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 西川　友規

事務事業コード 143-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分 （３）交通安全対策の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 交通安全対策基本法、,玉名市交通安全対策会議条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市交通安全計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

各地区からの要望に対し、カーブミラーやガードレール等の交通安全施設を整備することで交通危険箇所の解消に
努める必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民及び市管理道路等の利用者、交通安全施設

意図
（どのような状態にしたいか）

交通事故の発生を未然に防止することで、円滑な交通環境の実現を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・交通指導員による街頭指導・交通安全教室等の啓発活動を実施す
る。
・交通安全施設の整備を図り円滑な交通環境を整える。
・交通安全関係団体との連携強化を図り交通事故防止に努める。
・防災無線、広報紙等による交通安全に関する啓発を実施する。
・交通安全施設の巡回業務委託により、安全な維持管理を徹底する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① 交通安全施設整備事業

② 交通指導員による交通安全推進事業

③ 運転免許証自主返納支援事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 21,240 20,465 19,080 21,635 0

一般財源 21,240 20,465 19,080 21,635

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.45 1.40 1.25 1.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 29,789 28,131 25,925 28,506

小　　　　計 8,549 7,666 6,845 6,871

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

交通安全施設整備事業
交通安全施設の設置や修繕を
行う。

設置、修繕箇所数 箇所 138 167 143 143

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

61 56 56

運転免許証自主返納支援
事業

運転に不安を持つ者の免許証の自主返納を支
援することにより、公共交通への利用転換と交
通事故の減少を図る。

支援件数 件 *** *** 250 500

交通指導員による交通安
全推進事業

交通指導員による街頭指導を
実施する。

指導回数 回 56

28,506

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 29,789 28,131 25,925

90.08% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 105.05% （↑） 107.69% （↑）

163 156 111

163 156 111
1 交通事故発生件数

市内における交通事故の年間発生件
数

件
243

100 100 100

95 94 92
2 施設設置・修理要望解消率 要望達成率 ％

100

＊成果未達成時の理由 対応を検討中、進行中の箇所がある。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

交通安全施設の設置及び維持管理については、複数の部署が実施していることから、業務分担について協議し、交通安全施設の整備を推進した。
交通事故防止のため、関係機関と連携し、交通事故防止対策（交通指導・講習・交通安全施設整備）を実施した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

交通死亡事故件数については、第10次玉名市交通安全計画において、交通事故死亡者数は２人以下を目標としており、目標
は達成しているが前年の１人から増加している。交通事故発生件数については、前年より４５件減の１１１件となっており目標
は達成したが、これは新型コロナウイルス感染症拡大で外出自粛の影響も考えられるので、今後も更なる啓発を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
市民生活に密着している事業であり、地元からの要望も多く、今後も継続していく必要性のある事業で
ある。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 11 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 防犯対策事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 伊形 和子

事務事業コード 144-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分 （４）防犯対策の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市犯罪のないまちづくり条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

玉名地区の刑法犯認知件数は減少しているものの、自動販売機荒らしや車上ねらい、自動車盗などは増加しており、
強盗や放火などの凶悪事件も発生しており、予断を許さない状況にある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、事業者、強盗・放火等の犯罪

意図
（どのような状態にしたいか）

安全で明るく豊かな地域社会を実現するために、行政区等の団体が維持管理している防犯灯に対する補助をはじ
め、防犯団体への支援を行い、犯罪や非行のない安全で住みよい地域社会を実現する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・防犯灯の新設、建替、修繕及び電気料の補助金を交付する。
　支柱の設置を伴う場合は上限3万5千円、支柱の設置を伴わない場
合は上限1万5千円、電気料金は市長が定める単価
・青色パトロール登録団体に対して、パトロールカーによる学校等の公
共施設、通学路及び市内一円の巡回業務を委嘱する。
・防犯意識を高揚するために各団体と連携した取組みを行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 防犯灯設置等補助事業

② 犯罪のないまちづくり推進事業

③ 防犯パトロール登録団体支援事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 26,041 26,718 24,507 24,688 0

一般財源 26,041 26,718 24,507 24,688

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 0.70 0.85 0.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 29,579 30,551 29,162 29,360

小　　　　計 3,538 3,833 4,655 4,672

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

防犯灯設置等補助事業
防犯灯の設置修繕等を行う管
理団体へ補助金を支給

防犯灯の設置、修繕数 灯 768 795 726 426

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

6 6 6

防犯パトロール登録団体支
援事業

青色回転灯装着車を貸し出し登録団体による
防犯パトロールを実施 防犯活動実施日数 日 194 185 186 190

犯罪のないまちづくり推進
事業

防犯関係団体への負担金等の
交付

負担金交付団体数 団体 6

29,360

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 29,579 30,551 29,162

98.38% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 96.05% （↓） 103.97% （↑）

130 120 110

109 114 116
1 街頭犯罪発生件数

市内における1年間の街頭犯罪の発生
件数

件
157

4228 4873 5440

3604 4370 5044
2 ＬＥＤ設置灯数 市内におけるＬＥＤの設置灯数 基

3518

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は、なじまない。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

LED化率は、玉名市で87.6％と伸びており、LED化率が低く検討課題であった地区についてもLED化が進んだ。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

LED化が進む中、今後はLED設置に対する補助金の縮小をおこなっていき、替わって防犯カメラ設置に対する補助事業を進め
ていきたい。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
防犯灯のＬＥＤ化の推進を図るとともに、令和３年度からは、防犯カメラの設置事業の取組も開始予定
であり、今後の事業展開に期待する。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 11 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 空家等対策推進事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 大倉　潤二

事務事業コード 145-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （５）空家対策の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市空家等対策の推進に関する条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

住宅・土地統計調査による本市の住宅総数は27,710 戸であり、このうち、空家戸数は3,830戸で、空家率は13.7％である。空家数、
空家率ともに増加しており、これまでの人口及び１世帯当たりの人員の減少傾向から、さらに空家の増加が予想される。空家の増
加は、老朽化や倒壊、火災延焼等の危険性など生活環境に悪影響を及ぼす要因となる。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

空家所有者

意図
（どのような状態にしたいか）

空家等の実態調査や計画策定を実施し、まずは空家の特定を行い、その後は空家の状況等に応じて、協議会等で予
防・利活用・除却などの対応を検討し、空家等の解消を図っていく。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
空家等の実態を把握し、空家の予防・適正管理や利活用を適切に推進
する上で必要となる空家等対策に関する基本的な方針、空家等対策の
取組等の総合的な対策を策定し、総合的な空家対策を実施。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 空家等相談業務

② 空家等対策協議会業務

③ 庁内推進会議業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 6,376 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,278 961 1,248 18,252 0

一般財源 2,278 961 1,248 11,876

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.14 1.09 1.09 1.09

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,239 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 8,999 6,930 7,217 24,244

小　　　　計 6,721 5,969 5,969 5,992

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

空家等相談業務
空家所有者又は空家所在地の行
政区からの相談対応。

相談件数 件 13 4 13 15

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 2 4

庁内推進会議業務
庁内推進会議により推進体制
や取組を検討する。

開催回数 回 0 1 1 2

空家等対策協議会業務
対策協議会により、対策計画の策定や特定空
家の認定を行う。 開催回数 回 0

24,244

対象１単位あたりのコスト（千円） 5 4 4 15

R03年度予算

対象（ 空家所有者 1657 1657 1657 1657

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 8,999 6,930 7,217

29.77% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 129.86% （↑） 96.02% （↓）

30 30 30

25.0 23.8 46.2
1 空家等相談件数に対する解決率（累計値）

相談があった空家等件数の内、問題解
決した累計件数の割合

％
30

－ 30 30

－ － 50
2 空家適正管理実施率（累計値）

認定した管理不全空家又は特定空家戸数
の内、適正管理された累計戸数の割合

％
－

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

空家等対策協議会を開催し、特定空家の認定基準を定め、管理不全な空家を特定空家に認定し、所有者へ指導・助言を行っ
た。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

引き続き、庁内関係部署と連携を図りながら空家対策に取り組み、管理不全な空家については、特定空家の認定を行い、空
家等の適正管理を行う。
また、今年度は、空家の実態調査を実施し、空家等対策計画の改訂を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
全国的に社会問題となっている事業であり、関係課と連携を図り、適切に処理を行う。また、令和３年
度においては、実態調査も行う予定であり、前回の調査の内容と精査し、検証に努める。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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【２５】

【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 消防団事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 柴尾　健治

事務事業コード 141-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 消防組織法、玉名市消防団の設置等に関する条例、消防団支援法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市地域防災計画書 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

「自らの地域は自らで守る」という精神に基づき、消火・防災活動はもとより、平常時の火災予防普及啓発活動など幅
広い分野で地域防災の要として重要な役割を果たしている。それらの活動が確実に、迅速に実施できるよう消防団員
の確保、待遇の充実を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

消防団員

意図
（どのような状態にしたいか）

消防団員の厚生、研修等の活動環境を整備することにより、消防団員数の更なる確保並びに資質の向上を図り、地
域での火災等、有事に備え、迅速かつ的確に対処し、市民の安心・安全の確保を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・消防団入退団事務
・消防団員人事（確保・任免・報酬・表彰等）
・消防団会議等の開催等
・消防団教育訓練業務
・火災等災害時出動業務

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 消防団運営活動事業

② 消防団育成強化事業

③ 消防団厚生事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 101,822 93,388 91,168 106,790 0

一般財源 101,822 93,388 91,168 106,790

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.15 1.35 1.30 1.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 108,602 100,781 98,287 113,936

小　　　　計 6,780 7,393 7,119 7,146

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

消防団運営活動事業 消防団幹部会議の開催 開催回数 回 40 40 23 30

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

10 2 10

消防団厚生事業
退職消防団員（５年以上勤務）に対
する退職報償金支払事務

退職報償金交付者数 人 58 132 50 122

消防団育成強化事業 各種訓練・研修実施 実施回数 回 12

113,936

対象１単位あたりのコスト（千円） 72 67 66 79

R03年度予算

対象（ 消防団員 1498 1507 1498 1440

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 108,602 100,781 98,287

82.93% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 108.41% （↑） 101.93% （↑）

100 100 100

88 88 88
1 消防団員充足率 消防団員数/定数 ％

100

2

＊成果未達成時の理由 活動実績の少ない団員等の整理を行い、入団者数を退団者数が上回ったため、昨年度より実数が減少した。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

団員報酬等の見直しを含め、大幅な改革に向けて引き続き検討を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

団員報酬や定数等の見直しを推進する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 条例定数や報酬等の見直しについて、今後、検討しなければならない課題である。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ ■ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 3 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 消防施設・装備整備事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 柴尾　健治

事務事業コード 141-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

金額 442,289 千円】

法令、県･市条例等【 消防法、消防力の整備指針、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 H17～H35 年度予定

その他の計画【 市地域防災計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

地域の安心・安全の確保のために、消火栓・防火用水・消防団詰所・積載車・ポンプ等の整備が地域から求められて
いる。また、近年の災害を踏まえ、消防団員の安全確保が重要視されており、国の指標に基づき、団員の安全確保の
ための装備、情報伝達用装備、救助用資機材等の充実強化を図ることが求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

消防団、市民、防火水槽、積載車、詰所等

意図
（どのような状態にしたいか）

消防団の活動拠点、消防水利等を計画的に整備し地域防災組織の強化を図ることにより、地域の安心・安全を確保
する。また、消防団員の装備を充実し、安全確保及び活動の効率化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・防火水槽の建設、修繕、・消火栓設置、修繕、・消防詰所の建設、修繕等事業に対する補助金
交付業務、・積載車、小型動力ポンプの更新・整備、・積載車の車検、修繕等の維持管理、・小
型動力ポンプの修繕等の維持管理
災害活動時の消防団員の安全確保の観点から、新たに救命用半長靴（安全靴）や救命胴衣等
の装備基準が変更・追加されたため、89部1500人の全団員に対し、救命用半長靴（安全靴）を
購入し、消防団活動の充実・強化を図る。
・救助用半長靴（新入団員分）　50足　495,000円

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 消防資機材整備事業

② 消防施設整備補助事業

③ 消防水利整備事業

18,208 23,383 1,900 34,614 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 60,016 71,854 33,781 58,409 0

一般財源 41,808 48,471 31,881 23,795

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.40 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 62,374 74,044 35,424 60,058

小　　　　計 2,358 2,190 1,643 1,649

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

消防資機材整備事業
消防水利の基準に満たした要望に対し、消防
水利を設置する。

消火栓・防火水槽設置
数

件 5 3 4 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

13 9 11

消防水利整備事業
積載車・ポンプ購入後、20年を目
途に、更新配備を行う。

積載車・ポンプ更新配
備数

台 8 10 1 9

消防施設整備補助事業
活動拠点である詰所等に対す
る補助を行う。

詰所等補助件数 件 12

60,058

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 1 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 0

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 62,374 74,044 35,424

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 83.57% （↓） 207.44% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 消防水利・詰所等施設整備率 整備数/地域からの要望数 ％

100

100 100 100

100 100 17
2 資機材購入率 購入数/計画購入予定数 ％

100

＊成果未達成時の理由 新型コロナ感染症の影響により積載車の生産が遅れ、それに伴い納入時期も遅れた。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

経費のかかる事業ではあるが、市民の安全に必要な設備であり、消防団員の活動の安全を守ることに必要な装備であるた
め、必要最低限の装備、設備の配備を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

装備品の購入、設備の改修等について計画性を持って事業を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 消防団活動を行う上で、必要不可欠な事業である。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 4 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 水防事業（防災安全課分）
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 橋本　将平

事務事業コード 141-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 水防法、市水防協議会条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市水防計画、市地域防災計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

集中豪雨等が発生したときに、市民の生命・財産を守るため迅速な対応を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

災害時に、必要な体制の整備を行うことにより、市民の安全を確保する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・水防計画、その他水防に関する重要事項の調査審議を水防協議会
にて行う。
・警報発令時に、警報発令待機班より防災地区責任者へ出動要請後、
災害時の初動体制に努め、情報の収集伝達を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 水防関係団体負担金支出業務

② 水防会議事業

③ 警報待機事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 10,806 5,712 21,221 8,496 0

一般財源 10,806 5,712 21,221 8,496

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.35 0.50 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 12,870 7,629 23,959 11,245

小　　　　計 2,064 1,917 2,738 2,749

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

水防関係団体負担金支出
業務

出水期前に、協議会を開催す
る

開催回数 件 1 1 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2 2 2

警報待機事業
災害時の初動体制に努め、情
報の収集伝達を行う

警報発令待機設置回
数

回 16 10 9 10

水防会議事業
水防事業の負担金として、関係団
体に対し支出を行う

負担金支出件数 件 2

11,245

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 12,870 7,629 23,959

211.03% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 167.37% （↑） 31.60% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 災害復旧率

当該年度の災害復旧箇所／当該年度
の災害箇所数

％
100

100 100 100

100 100 100
2 警報発令時に1時間以内に出動できた割合 達成回数/警報回数 ％

100

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

大規模な災害対応を行う際に、コロナ禍も踏まえて例年より人員を割く必要があったため、人員の配置等、状況に応じて対応
を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後は、災害の激甚化に伴い、できうる限りの職員で対応を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
昨年度は、避難勧告等も発令され、多くの市民が避難所に来られ、コロナ禍の中で運営を行なううえで
大変苦慮した。
このことを踏まえ、今後に反映をしていきたい。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 5 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 防災対策事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 橋本　将平

事務事業コード 141-5 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 災害対策基本法　　防災会議条例　 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市地域防災計画書 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

防災に関し市及び各防災関係機関を通じて必要な体制を確立するとともに、防災行政を総合的かつ計画的に推進す
ることにより、市域における土地の保全、市民の生命、身体及び財産を災害から保護する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、関係者

意図
（どのような状態にしたいか）

地域防災計画の作成及び実施推進や広報活動等により、防災意識の向上と防災体制を整備する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・災害による被害の防止や軽減を図る為、自主防災組織が行う活動費
や資機材購入費について補助金を交付する。
・地域防災計画の作成及び実施・推進を行う。
・防災意識の向上、防災体制の強化を図るため防災訓練等を行う。
・広報活動や研修会等への講師派遣を行い、市民の防災意識高揚を
図る。
・緊急時に防災ヘリコプターを要請を図る。

⇒

事務事業を構成する細事業（　8　）本

① 防災関連情報収集事業

② 玉名市防災会議事業

③ 防災訓練事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 31,286 9,664 8,072 8,276 0

一般財源 31,286 9,664 8,072 8,276

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.90 0.90 1.00 1.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 36,592 14,592 13,548 13,773

小　　　　計 5,306 4,928 5,476 5,497

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

防災関連情報収集事業 自主防災組織の育成 組織結成数 件 4 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1 1 1

防災訓練事業 防災訓練の実施 防災訓練実施回数 回 1 1 1 1

玉名市防災会議事業 防災会議の開催 防災会議開催回数 回 1

13,773

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 36,592 14,592 13,548

97.43% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 248.77% （↑） 106.89% （↑）

500 500 500

500 550 19
1 防災訓練参加者数

防災訓練に参加した市民及び関係者
の総数

人
500

88 88 88

80.1 80.7 81.5
2 自主防災組織結成率 結成された地区の世帯数／総世帯数 ％

88

＊成果未達成時の理由
自主防災組織の結成されていない地区は、旧玉名市の行政区である。世帯数の少ない行政区も多く、結成にハードルが高い。今
後は、複数の行政区を巻き込んだ結成等を視野に入れる。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

性質上、受益者負担は不必要

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

地域防災計画を策定し、委員の書面決議により承認された。（新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため）
令和２年７月豪雨等の経験を踏まえ、備蓄品の購入を進めた。また、感染症対策の備蓄も進めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための備蓄を進める。避難所内での感染症対策のため、テントや間仕
切り、簡易ベッド等の購入を進める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 自主防災組織の組織率の向上に努め、意義ある防災訓練の実施に努める。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ ■ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 5 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 防災行政無線整備運用事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 浦田　大介

事務事業コード 141-6 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

金額 846,301 千円】

法令、県･市条例等【 市防災行政無線管理運用規程、市防災行政無線局運用細則　 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 Ｈ29～32 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

平常時の一般行政事務に使用可能場合又、災害発生の恐れがある場合などの緊急時に、市民に迅速かつ公平に警
戒・注意を呼びかけるための情報伝達手段を整備し、運用する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、災害及び行政情報、防災行政無線局

意図
（どのような状態にしたいか）

防災行政無線の整備・運用を行い、主に災害対策に係る情報収集及び伝達手段の充実を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【 負担金

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
緊急情報等を防災行政無線を通じて市民に伝達するため、県防災行
政無線を通じて防災情報を収集するとともに、市民への情報伝達手段
である防災行政無線の維持管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 防災行政無線管理事業

②

③

0 0 0 16,500 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 14,629 11,672 11,665 28,765 0

一般財源 14,629 11,672 11,665 12,265

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 0.60 0.80 0.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 18,167 14,958 16,046 32,063

小　　　　計 3,538 3,286 4,381 3,298

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

防災行政無線管理事業
無線設備の保守点検と委託業
務を行う

点検回数 回 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

32,063

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 18,167 14,958 16,046

49.57% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 120.49% （↑） 92.51% （↓）

0 0 0

0 0 0
1 情報発信不能回数

故障などにより、防災行政無線の情報
提供が出来なかった回数

回
0

100 100 100

100 100 100
2 保守点検による修繕率

修繕箇所数÷保守点検により発見され
た異常個所数×100

％
100

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

特に問題が無いことから現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 有事の際に支障が生じないよう、適切な運用に努める。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 5 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 国民保護事業
所管課 防災安全課

作成者（担当者） 光田　庸平

事務事業コード 141-7 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市国民保護計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

武力攻撃や大規模テロ等が発生した場合における住民の避難や避難住民等の救援等の国民保護措置を的確かつ
迅速に実施する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

国民保護計画の作成・実施推進、国民保護情報の収集・伝達手段の整備を行い国民保護体制を整える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ19 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
国の基本方針の変更に伴い国民保護計画書の見直しを行い協議会を
開催する。
全国瞬時警報システム（J-ALERT）の維持管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 玉名市国民保護協議会事業

② 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）維持管理事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,922 473 477 571 0

一般財源 2,922 473 477 571

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,512 1,021 1,025 1,121

小　　　　計 590 548 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

玉名市国民保護協議会事
業

国民保護協議会の開催 協議会開催回数 回 1 0 1 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1 1 1
全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）維
持管理事業 保守点検の実施 点検回数 回 1

1,121

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,512 1,021 1,025

90.52% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 341.17% （↑） 98.91% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 J－ALERT受信率 J－ALERTの受信率 件

100

1 1 1

1 1 1
2 啓発活動達成率 広報・講座回数/目標 ％

1

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

国民保護情報の速やかな提供を継続して行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 有事の際に支障が生じないよう、適切な運用に努める。

評価責任者

二瀬　哲也

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 1 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 有明食品衛生協会補助金事業
所管課 環境整備課

作成者（担当者） 坂田　拓哉

事務事業コード 146-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分 （６）消費者保護の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市補助金等交付規則、食品衛生法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

食中毒が発生すると被害者のみならず、発生源業者、地域への被害が大きいため、絶対に起こしてはならないもので
あり、そのための意識向上、安全対策が求められる。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

有明食品衛生協会、協会会員事業者

意図
（どのような状態にしたいか）

有明食品衛生協会（計10支部）による衛生講習会の開催、巡回指導等活動を支援し、食中毒事故を未然に防ぐ。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
有明食品衛生協会の食品衛生講習会や食中毒を防止するための巡回
指導などの活動に対し、補助金を交付する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 有明食品衛生協会補助金事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 500 500 500 500 0

一般財源 500 500 500 500

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.01 0.01 0.01 0.01

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 559 555 555 555

小　　　　計 59 55 55 55

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

有明食品衛生協会補助金
事業

巡回指導等を行う協会に対し
補助金を交付する。

巡回指導日数 日 60 60 55 60

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

555

対象１単位あたりのコスト（千円） 9 9 10 9

R03年度予算

対象（ 巡回指導日数 60 60 55 60

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 559 555 555

109.09% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.72% （↑） 91.67% （↓）

0 0 0

0 1 0
1 市内飲食店等食中毒発生件数

市内飲食店等で食中毒が発生した件
数

件
0

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

なじまないため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型感染症蔓延での制限の中、食中毒発生防止のための講習、巡視等活動を支援し、未然に防げた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

食中毒等が一たび発生すると、原因店以外に地域への影響が大きいため、食品衛生意識を高め、維持支援していく必要があ
る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

"食中毒が発生すると被害者のみならず、発生源業者、地域への被害が大きいため、絶対に起こしてはならないものであり、そのための意
識向上、安全対策が求められる。
そのため、食中毒予防講習会、食品衛生の普及啓発等の活動を継続支援し、市民の健康、食への安心につなげる必要がある。"																						
																						
																						

評価責任者

塚本　昭広

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 7 項 1 目 5 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 消費生活センター事業
所管課 くらしサポート課

作成者（担当者） 酒井　玲子

事務事業コード 146-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分 （６）消費者保護の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市消費生活センター規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

増加する消費者トラブル等に対応するために、平成21年に消費者庁が発足したことにより、市としても市民の消費者
問題を解決するために、市の相談窓口を設置する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

消費者トラブルや多重債務問題を抱えている市民

意図
（どのような状態にしたいか）

市民の消費生活に関する相談及び苦情を適正かつ効率的に処理するため、問題解決や生活再建に向けた支援及び
消費者被害防止の啓発を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H22 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

消費者トラブル、多重債務などの問題を抱えた市民の相談を受け、債務整理時は司法書士とも
連携をとりながら解決していく。また、困難事例については弁護士、司法書士による無料法律相
談を実施。
・国民生活センターと消費生活センターをインターネットで結ぶPIOーNETを設置し、相談内容を
入力することにより悪質商法や製品事故などの情報のデータベースの共有ができ消費者被害
の情報がリアルタイムで確認できる。
・消費者被害を未然に防ぐために、被害に遭いやすい高齢者や学生、保護者に出前講座をした
り、チラシ・広報等にて情報提供等の啓発を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 消費生活相談事業

② 消費者教育・啓発事業

③ 生活安心ネットワーク委員会事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 3,915 3,662 415 1,436 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 8,010 8,867 2,240 4,116 0

一般財源 4,095 5,205 1,825 2,680

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.86 0.98 1.07 1.07

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 6,514 6,825

2.26 2.26

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 13,081 14,233 12,506 14,457

小　　　　計 5,071 5,366 10,266 10,341

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

消費生活相談事業
消費者トラブルの相談を受けて、問題解決に向
けて支援をする。 相談窓口開設日数 日 248 240 246 246

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

240 246 246

生活安心ネットワーク委員
会事業

消費者被害を未然に防ぐ為に
啓発活動をする。

啓発活動日数 回 1 3 2 2

消費者教育・啓発事業
多重債務や困難な相談を受けて、法律相談に
繋いだり、生活再建の支援をする。 相談窓口開設日数 日 248

14,457

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 13,081 14,233 12,506

85.68% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 91.18% （↓） 112.95% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 消費生活相談　解決率 解決件数／相談件数 ％

100

100 100 100

100 100 100
2 多重債務相談　解決率 解決件数／相談件数 ％

100

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

負担を取るのが適当でないため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

つながるシートによる各課からの繋ぎの強化を行った。
しかし、専門的な研修会等には参加できなかったが、３町との連携協定を結び、市町間で相互連携を行うことで相談対応等の
強化を行う基盤ができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

コロナ禍や生活スタイルの変化により、相談内容の複雑化や多様化が顕著になっており、相談件数も増加傾向にある。その中
で効率的で、感染対策に配慮した相談体制の具体化を行う必要がある。また、前年度に和水町・南関町・玉東町との連携協定
を結んでおり、他町との連携事務等の確立をし、広域的に相談や広報等を行う体制を整えていく必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
１市３町での相談体制を充実させ、さらなる被害防止に向け相談体制の整備を図ると同時に、随時、業
務の見直しを行い、他係や他課との役割分担の調整、整理を行うことで業務負担軽減を図っていただ
きたい。

評価責任者

平田光紀

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 1 目 1 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 がけ地近接等危険住宅移転事業
所管課 土木課

作成者（担当者） 坂野良子

事務事業コード 142-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （２）治山・治水の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱、玉名市崖地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

がけ崩れ、土石流、地すべり等の危険から住民の生命の安全を確保するため、点在人家のがけ崩れ災害等を未然に
防止するための恒久予防策として関係住民への周知を図り、安全な場所への移転を推進していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

住民（危険住宅の移転を行う者）

意図
（どのような状態にしたいか）

災害危険区域等の区域内にある危険住宅からの移転を行う者に対して補助金を交付し、危険住宅の移転を促進す
る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H28 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

移転事業という名称であるが、直接市が移転工事を行うものではなく、
個人（移転を行う居住者）に対して補助金を交付する。
国庫補助1/2、県費補助1/4、　市補助1/4
除却等費（危険住宅除却等に要する事業）上限975千円／戸
建設助成費（危険住宅に代わる住宅の建設、購入、又は改修するため
に要する資金を金融機関から借り入れた場合において、当該借入利子
に相当する額の経費）上限7,318千円／戸（建物4,650千円、土地2,060
千円、敷地造成608千円）

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① がけ地近接等危険住宅移転事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 1,516 0 0 4,146 0

県支出金 758 0 0 2,072 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 3,033 0 0 8,293 0

一般財源 759 0 0 2,075

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.15 0.05 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,917 821 274 8,568

小　　　　計 884 821 274 275

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

がけ地近接等危険住宅移
転事業

災害危険区域等の区域内から移転を行うもの
に対して補助金を交付する 補助金交付件数 件 1 0 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

8,568

対象１単位あたりのコスト（千円） 3,917 0 0 8,568

R03年度予算

対象（ 交付者 1 0 0 1

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,917 821 274

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

100 100 100

100 100 100
1 補助金の交付率 補助金交付者／補助金申請者 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

補助金交付のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

ホームページ等で周知を図り、相談・申請等があった事例については適切に対応した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も災害危険区域等の区域内にある危険住宅からの移転を行う者に対して補助金を交付し、危険住宅の移転の促進を
ホームページ等での周知を行いながら促進する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
今後もホームページや広報誌等を活用して周知し、安全な場所へ移転するよう推進していく。

評価責任者

田代史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 1 目 1 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 【熊本地震】被災宅地復旧支援事業
所管課 土木課

作成者（担当者） 坂野良子

事務事業コード 141-9 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県復興基金交付要項、玉名市宅地復旧補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

平成２８年熊本地震で被災した公共事業の対象とならない宅地について、被災者等の負担の軽減を図り生活再建を
支援する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

宅地の復旧工事等を行う被災者

意図
（どのような状態にしたいか）

宅地の復旧工事に要する経費の一部の補助を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 H29 年度～ R2 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

平成２８年熊本地震復興基金を活用し、宅地の復旧工事等に要する経
費の一部の補助を行う。
（対象経費－５０万円）×２／３＝補助額
（対象経費が１，０００万円を超える場合、一律６３３万３千円）

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 熊本地震被災者支援事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 6,586 9,151 11,922 0 60,671

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 6,586 9,151 11,922 0 60,671

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.15 0.10 0.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 8,944 9,972 12,470 0

小　　　　計 2,358 821 548 0

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

□ □ ■ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

熊本地震被災者支援事業
被災者へ被災宅地復旧工事等
の経費の一部を補助

補助金交付件数 件 1 3 3 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0

対象１単位あたりのコスト（千円） 8,944 3,324 4,157 0

R03年度予算

対象（ 申請被災者数 1 3 3 0

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 8,944 9,972 12,470

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 269.07% （↑） 79.97% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 補助金の交付率 補助金決定者／補助金申請者 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

補助金交付のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

１年間事業継続となったため、広報で周知をおこない申請を受け付けた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和２年度で事業の終了。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 令和元年度中の相談者も対象となり、最終的に38件の方に生活再建の支援ができた。

評価責任者

田代　史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ ■ ：

■

□ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 2 目 3 19

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 防災・安全交付金事業（交通安全施設）
所管課 土木課

作成者（担当者） 山下  昌三

事務事業コード 143-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分 （３）交通安全対策の強化

金額 488,826 千円】

法令、県･市条例等【 道路法、土地収用法、河川法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 H29～R3 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

通学路等で狭小道路や歩道がなく通行に危険な箇所がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

道路利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

危険な箇所を道路改良等を行い、安全に通行できるようにする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 H29 年度～ R3 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
防災・安全交付金を活用し、市道（通学路等）の通行に支障がある箇所
の整備を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 栗ノ尾石橋線道路整備事業（補助）

② 栗ノ尾石橋線道路整備事業（単独）

③ 栗ノ尾石橋線（委託）

7,518 23,481 16,800 53,600 219,159

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 9,522 31,586 22,263 40,392 179,520

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

11,538

小　　　　計 27,846 60,720 41,824 100,000 410,217

一般財源 10,806 5,653 2,761 6,008

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.60 0.50 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 29,615 64,006 44,562 102,749

小　　　　計 1,769 3,286 2,738 2,749

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

□ □ ■ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

栗ノ尾石橋線道路整備事
業（補助）

本線等の工事を行う（補助分） 整備延長 ｍ 36 220 202 198

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

― ― ―

栗ノ尾石橋線（委託） 測量・設計及び調査を行う 委託件数 件 2 2 0 1

栗ノ尾石橋線道路整備事
業（単独）

本線等の工事を行う（単独分） 整備延長 ｍ ―

102,749

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 1 1 2

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 29,615 64,006 44,562

42.96% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 45.90% （↓） 142.55% （↑）

45 55 100

10 25 59
1 栗ノ尾石橋線の整備率 計画整備率（事業費ベース） ％

25.2

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

整備延長２０２ｍ分について、北側斜面からの落石を防ぐ防護柵の設置及び舗装工事を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

整備延長１９８ｍ分について、北側急傾斜地を安定勾配でカットすることにより落石防止及び法面崩壊等を防ぐ工事を行う。併
せて舗装工事を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 今後も通学路の危険箇所については、交付金を活用して安全・安心に通行できるよう進めていく。

評価責任者

田代  史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 1 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 樋門等管理操作事業
所管課 土木課

作成者（担当者） 東　賢太

事務事業コード 142-5 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （２）治山・治水の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 河川法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

水害対策施設が常に正常に稼働する状態に保ち、洪水時の内水被害の発生が予想される場合には、適切な操作を
行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

地域住民の生命財産を水害から守る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
国、県、市河川の樋門及び樋管の点検及び洪水時における操作の業
務を委託する。また、排水機場の維持管理業務を委託する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 国河川の水閘門管理操作委託事業

② 県河川の樋門管理操作委託事業

③ 市河川の樋門等管理操作委託事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 4,856 4,889 6,845 4,846 0

県支出金 621 621 666 666 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 8,669 7,834 18,367 11,688 0

一般財源 3,192 2,324 10,856 6,176

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.30 0.25 0.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 9,848 9,477 19,736 13,062

小　　　　計 1,179 1,643 1,369 1,374

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

国河川の水閘門管理操作
委託事業

委託により、洪水時に樋門及び
樋管の操作を行う。

樋門及び樋管の管理
箇所数

箇所 25 26 23 23

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

5 5 5

市河川の樋門等管理操作
委託事業

委託により、排水機場の維持
管理を行う。

維持管理箇所数 箇所 2 2 2 2

県河川の樋門管理操作委
託事業

委託により、洪水時に樋門及び
樋管の操作を行う。

樋門及び樋管の管理
箇所数

箇所 5

13,062

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 9,848 9,477 19,736

149.65% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 103.09% （↑） 47.66% （↓）

0 0 0

0 0 0
1 操作事故件数

点検不備により、操作時に発生した事
故件数

件
0

0 0 0

0 0 23
2 浸水被害件数 洪水時の内水被害の件数 件

0

＊成果未達成時の理由 予想を超える豪雨が発生したため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業である

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

施設の修繕等をおこない適切な維持管理に努め、樋門管理操作業務をおこなった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

施設の適切な維持管理に努め、洪水発生時に迅速な対応ができるよう連携及び情報交換を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 市民の生命財産を守るため,これからも水閘門等の操作を円滑に行い災害の発生を防止していく。

評価責任者

田代史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 1 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 河川改修推進事業
所管課 土木課

作成者（担当者） 中林貴子

事務事業コード 142-6 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （２）治山・治水の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 河川法、砂防法、土砂災害防止法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

集中降雨や台風の襲来により、堤防の決壊や河川の氾濫等による水害を防止又は軽減していくために、国や県が管
理する河川については、期成会等を通じて早期の要望をしていく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、市内の国、県が管理する河川

意図
（どのような状態にしたいか）

河川改修を目的に、期成会等を通じて各関係団体と連携し、地域住民の生命財産を守るとともに環境美化に努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
菊池川改修完遂期成会同盟会、県河川海岸防災協会、県治水砂防協
会への負担金を支出する。また、県の委託により尾田川護岸の除草
を、シルバー人材センターへの委託と個人への報酬で行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 河川負担金支出業務

② 尾田川護岸除草業務報酬事業

③ 尾田川護岸除草業務委託事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 2,254 2,460 1,358 1,373 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,504 2,738 1,618 1,725 0

一般財源 250 278 260 352

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.10 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 4,273 3,286 2,713 2,824

小　　　　計 1,769 548 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

河川負担金支出業務
河川の改良工事等の事業負担金として、関係
団体に対し支出を行う 負担金支出件数 件 4 4 3 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

30 16 16

尾田川護岸除草業務委託
事業

シルバー人材センターへ委託し
除草を行う。

除草面積 ㎡ 83140 51687 28704 28704

尾田川護岸除草業務報酬
事業

個人管理者へ報酬を支払う。 報酬支払件数 件 34

2,824

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,068 822 904 941

R03年度予算

対象（ 負担金支出団体数 4 4 3 3

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 4,273 3,286 2,713

96.07% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 130.04% （↑） 90.84% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 護岸の除草実施率 除草面積/除草要面積 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

河川美化、出水時に備えるため適切な負担金支出や除草報酬支出の業務委託をおこなった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

護岸・河川域の環境の保持及び出水時の備えなど、市民の生命財産を守る重要な業務のため、適時雑草処理を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 今後は堆積土の撤去や樹木の伐採も国、県に対し働きかけを行っていく。

評価責任者

田代史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 1 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 河川維持管理事業
所管課 土木課

作成者（担当者） 中林貴子

事務事業コード 142-7 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （２）治山・治水の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 河川法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

集中豪雨や台風の襲来により、堤防の決壊や河川の氾濫等による水害防止又は軽減していくためには、適切に河川
の維持管理を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

市の管理である準用河川の維持管理を行い、地域住民の生命財産を守るとともに環境美化に努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
市の管理である準用河川の流下能力を確保するため、河川の浚渫の
際に機械借上料の支給や除草作業の委託等を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 河川環境美化業務委託事業

② 河川浚渫に伴う機械借上事業

③ 赤川除草業務委託事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 127 127 218 218 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 6,252 6,638 7,750 8,152 0

一般財源 6,125 6,511 7,532 7,934

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.55 0.55 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.20 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 9,495 9,650 8,688 8,702

小　　　　計 3,243 3,012 938 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

河川環境美化業務委託事
業

県管理河川の除草を地域の方に委託し、河川
の環境美化に努める。 除草延長 ｍ 2400 1600 1600 1600

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

9 3 2

赤川除草業務委託事業
赤川護岸の除草作業を委託す
る

委託件数 件 1 1 １ 1

河川浚渫に伴う機械借上
事業

要望箇所、必要箇所の河川浚
渫を行う

河川浚渫箇所 箇所 7

8,702

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,356 1,072 2,896 4,351

R03年度予算

対象（ 河川浚渫箇所 7 9 3 2

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 9,495 9,650 8,688

66.56% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 126.51% （↑） 37.02% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 準用河川の浚渫実施率

実施件数/要望及び年度計画の件数×
100

％
100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市管理河川のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

河川の維持管理を計画的に実施した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

河川の浚渫等を計画的におこない、機能の維持管理に努めていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
市が管理する河川において、令和6年度までに緊急浚渫事業債を活用し堆積土砂の撤去等を計画的
に実施していく。

評価責任者

田代史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 1 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業
所管課 土木課

作成者（担当者） 平本　祐樹

事務事業コード 142-8 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （２）治山・治水の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県災害関連地域防災がけ崩れ対策事業補助金交付要綱、災害対策基本法第5条 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市地域防災計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

激甚災害に伴い崩壊等が発生し、これを放置すると人家２戸（公共的建物を含む）以上に倒壊等著しい被害を及ぼす
と認められる箇所において実施する直接人命保護を目的とする。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

住民、崩壊がけ地

意図
（どのような状態にしたいか）

がけ崩れ防止工事を行い、次期降雨等による再度災害を防止し、もって民生の安定を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 2020 年度～ 2021 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

崩壊等が発生したがけ地の高さが５ｍ以上であり、人家（公共的建物
を含む）２戸以上に倒壊等著しい被害を及ぼすと認められる箇所にお
いてがけ崩れ防止工事を行う。１箇所の事業費が600万円以上の事
業。　補助率：全体事業費の3/4（国1/2、県1/4、市1/4）

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① R2災害関連地域防災がけ崩れ対策事業

②

③

4,000 4,600 0 0 8,600

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 8,185 29,069 4,120 10,659 37,254

県支出金 4,093 14,534 2,060 5,329 18,627

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

10,885

小　　　　計 16,868 58,138 8,240 21,318 75,366

一般財源 590 9,935 2,060 5,330

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.40 0.50 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 18,637 60,328 10,978 24,067

小　　　　計 1,769 2,190 2,738 2,749

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

R2災害関連地域防災がけ
崩れ対策事業

がけ崩れ防止工事を行う。 整備箇所数 本 0 3 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

24,067

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 20,109 0 24,067

R03年度予算

対象（ 整備箇所数 0 3 0 1

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 18,637 60,328 10,978

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

100 0 100

0 100 0
1 整備進捗率 整備箇所数／予定実施箇所数 ％

***

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

前回の大雨時より、地権者への連絡調整、交付申請書作成など、スムーズに速やかに処理することができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も災害発生時には適切に対応する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
近年の異常気象に鑑み、これからもがけ崩れは多く発生することが考えられるが、この事業は激甚災
害の指定を受ける必要があり今後の予測が難しい。

評価責任者

田代　史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 9 項 1 目 4 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 水害対策事業（土木課分）
所管課 土木課

作成者（担当者） 川辰玲王奈

事務事業コード 142-10 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （２）治山・治水の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 水防法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

集中豪雨等が発生する前に、市民の生命・財産を守るため事前対策を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

集中豪雨、台風被害が発生する前に、必要な体制の整備を行うことにより、市民の安全を確保する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

水害対策のため、梅雨前や台風前に河川や道路の除草、樹木伐採に
伴う機械借上を行う。また、杭や土嚢等の原材料を支給し、水害に備え
る。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 雨水排除ポンプ設置委託事業

② 水害対策に関する機械借上事業

③ 水害対策に関する原材料支給事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,092 3,841 3,624 4,472 0

一般財源 4,092 3,841 3,624 4,472

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.80 0.15 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 8,809 4,662 4,172 5,022

小　　　　計 4,717 821 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

雨水排除ポンプ設置委託
事業

田崎地区に設置する雨水排除ポンプの設置、
稼働委託を行う。 稼働回 回 3 0 3 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

8 11 11

水害対策に関する原材料
支給事業

梅雨や台風前に、杭や土嚢等、原
材料を支給するもの。

原材料支給件数 回 10 6 1 1

水害対策に関する機械借
上事業

梅雨や台風前に市道や河川の浚渫、樹木伐採
等、機械を借り上げて対策を行う。 機械借上件数 件 6

5,022

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 8,809 4,662 4,172

82.28% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 187.44% （↑） 110.90% （↑）

0 0 0

0 0 23
1 床下浸水、床上浸水被害件数 被害件数 件

0

2

＊成果未達成時の理由 予想を超える豪雨が発生したため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

機械借上げや原材料支給により、台風や水害に対し被害の未然防止・軽減に努めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も、機械借上げや原材料支給により、台風や水害に対し被害の未然防止・軽減に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 水害の未然防止や軽減を図るため、機械借上げや原材料支給を有効に活用していく。

評価責任者

田代　史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 1 目 1 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 老朽危険空き家等除却促進事業
所管課 都市整備課

作成者（担当者） 木原真吾

事務事業コード 145-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （５）空家対策の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市空家等対策の推進に関する条例、玉名市老朽危険空家等除却促進事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

防災、防犯、衛生、景観等を侵すおそれのある管理不適切な老朽危険空家等が存在している。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

空き家等の除却を行う者

意図
（どのような状態にしたいか）

除却に係る対象経費の一部を補助し、管理不適切な老朽危険空き家等の除却を促進する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H30 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

老朽危険空き家で除却を行うもののうち、住宅の不良度判定基準評点
が１００以上であるものに対し、除却費の一部を補助する。
対象経費(経費×8/10)×2/3＝補助額（上限６０万円）
社会資本整備交付金（国）1/2

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 老朽危険空き家等除却補助業務

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 3,052 3,043 5,501 7,500 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 6,105 6,089 11,002 15,000 0

一般財源 3,053 3,046 5,501 7,500

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.37 0.30 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 8,287 7,732 12,645 16,649

小　　　　計 2,182 1,643 1,643 1,649

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

■

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

老朽危険空き家等除却補
助業務

除去費の一部に補助金を支出
する

申請件数 件 11 26 36 25

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

16,649

対象１単位あたりのコスト（千円） 753 703 632 666

R03年度予算

対象（ 補助金交付件数 11 11 20 25

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 8,287 7,732 12,645

94.94% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 107.18% （↑） 111.18% （↑）

20 30 25

11 11 20
1 老朽危険空家除却件数

補助金を交付し、老朽危険空家を解
体・除却した件数

件
37

2

＊成果未達成時の理由 社会資本整備総合交付金（空家再生等推進事業）の内示額が、当初要望額（目標件数）から減額されたため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

補助金交付事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

評価指標を前回「補助金申請件数」から「老朽危険空家除却件数」に変更し、より目的を明確化した。
令和元年度については、予算の都合上13件の繰り越しが生じたが、本年度は、国・県に増額要望したため、申請の繰り越しは
発生しなかった。申請者が高齢であったり、遠方に居住されているため、申請手続きに時間を要するため、頻繁に連絡を取り、
年度内の解体工事の完了、補助金の交付申請がスムーズにいくよう、努めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

現状、空家対策事業については、市としてできる範囲に限りあるため、本補助事業を活用し、自主的に空家問題に取り組む方
をサポートするという手段が最適である。
申請者36件に対し16件（約4割）が対象外や辞退であったため、さらに制度の目的について周知を図るとともに、防災安全課と
連携を図り、より危険度の高い老朽空家が確実に除却できる仕組みを作っていく必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
老朽空き家解体は災害拡大防止の観点から必要である。自主的解体の支援は迅速性が必要であるた
め、申請期間中に予算オーバーした分を把握し翌年には解体できるように、また、新規分も当該年度に
解体できるように、空き家調査を確認しながら国、県に要望することが大事になってくる。

評価責任者

中尾賢治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名） 老朽空き家等除却支援事業

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】
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【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 1 目 1 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 宅地耐震化推進事業
所管課 都市整備課

作成者（担当者） 中川英昭

事務事業コード 141-10 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）防災体制の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 宅地造成等規制法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 国土強靭化緊急3ヶ年計画（３ヵ年緊急対策） 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

兵庫県南部地震や新潟県中越地震および東北地方太平洋沖地震等の際に、大規模盛土造成地の崩壊により住宅
が流出するなどの被害が出ている。本市においても、熊本県が2019年3月26日に公表した大規模盛土造地マップに23
か所抽出されている。今後、大地震等が発生した場合に当該箇所へ甚大な被害が生ずる恐れがある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

大規模盛土造成地に住んでいる住民および該当箇所隣接の住民

意図
（どのような状態にしたいか）

大規模盛土造成地の被害を軽減するため、変動予測調査を行い住民への情報提供を図るとともに、滑動崩落防止工
事等の実施により耐震性を向上させ、住民の生命・財産を守る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 R2 年度～ R6 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

防災・安全交付金を活用し、第二次スクリーニング（通称：1.5次スクリー
ニング）計画の作成を行うための委託を発注する。
第二次スクリーニングの内容は①基礎資料整理→②現地踏査→③優
先度評価である。また、調査結果は、箇所ごとに宅地カルテに取りまと
める。その後、優先度の高い個所から地盤調査や安定計算を実施し、
滑動崩落の恐れが大きく、補助要件に該当する場合、宅地耐震化推進
事業により対策工事を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 大規模盛土造成地変動予備調査業務

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 3,540 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 0 7,081 0 0

一般財源 0 0 3,541 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.60 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 0 10,367 275

小　　　　計 0 0 3,286 275

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】
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【15】

【16】

【18】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

大規模盛土造成地変動予
備調査業務

地盤の変動予測調査を実施す
る。

調査箇所数 箇所 ― ― 45 ―

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

275

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 0 0 65189 0

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 10,367

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

－ 45 －

－ － 45
1 調査箇所数 箇所

－

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

大規模盛土造成地（面積3000㎡以上）の被害を軽減するため、地盤の変動予測調査を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

昨年度の結果では、直ちに滑動崩落を起こす変状はなく軽微なため、定期的な点検を検討する予定である。国の動向として
も、2次スクリーニングとなる地質調査（ボーリング調査及び安定計算）が、1箇所当り10,000（千円）と自治体の負担が大きいた
め、R3年度に経過観察マニュアル（案）を作成することを予定しているので、そのマニュアルに参考に検討する方向である。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
滑落崩壊の危険性は少ないとのことだが、盛土造成した宅地は災害の危険性が大きいので経過観察
は必要。

評価責任者

中尾賢治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 8 項 5 目 1 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 玉名駅南北広場管理事業
所管課 都市整備課

作成者（担当者） 木原真吾

事務事業コード 144-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分 （４）防犯対策の強化

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 第9次玉名市交通安全計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

玉名駅周辺では、放置自転車や放置自動車が発生し、ごみの投棄なども多く、環境の悪化を招いていることに加え犯
罪を誘発しかねない状況であるため、行政として適切な管理が求められる。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

広場利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

玉名駅周辺の環境整備により、犯罪の抑止、安全安心で美しい都市景観の形成、低炭素社会の実現に向けた鉄道
や自転車の利用促進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H19 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

玉名駅跨線橋北側広場及び南側広場管理事業として、シルバー人材
センターへの業務委託により2人の人員を配置している。業務として
は、利用者の多い朝夕の時間帯を中心に玉名駅前広場、跨線橋北側
広場等駅周辺を巡回し、駐車場の整理や利用者の誘導、放置自転車
等に対する指導を行うほか、清掃作業等環境整備を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 玉名駅跨線橋北側広場及び南側広場管理事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 11 0 1 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,551 1,813 1,848 5,452 0

一般財源 1,551 1,802 1,848 5,451

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.20 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,141 2,908 2,943 6,551

小　　　　計 590 1,095 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

■ □ □

□ □ □ 終了

■

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

玉名駅跨線橋北側広場及び
南側広場管理事業

委託により放置自転車等の指導及
び清掃作業等環境整備

出動日数 日 168 173 166 168

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

6,551

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,141 2,908 2,943

44.49% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 73.04% （↓） 98.08% （↓）

130 130 150

128 132 0
1 放置自転車等撤去台数

玉名駅跨線橋北側広場及び南側広場に放
置された自転車等の年間撤去台数

台
130

0 0 0

0 0 3
2 苦情件数 苦情があった件数 件

0

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染に伴う緊急事態宣言の最中だったため、撤去作業自体を中止した。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

駐輪場の整理や利用者の誘導、放置自転車等に対する指導を行うほか、清掃作業等駅周辺の環境整備を引き続き行う。 ま
た玉名駅南側広場については、駅利用者以外の利用や、長期間駐車している車両が散見され、悪質なケースについては粘り
強く交渉し、一部撤去することができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

ＪＲ玉名駅南側広場については、駅利用者以外の利用や長期間駐車している車両が散見される。有料化も視野に入れた適正
管理を検討するため、測量等を行い、検討の準備に入る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
今後維持管理費がかかっていくため駅利用者以外の一部撤去が出来たが、それでも駅利用者以外の
駐車が見受けられる。有料化を視野に入れた準備を行うこと。

評価責任者

中尾賢治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名） 玉名駅南北広場管理事業

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 6 目 2 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 危険ブロック塀等安全確保支援事業
所管課 営繕課

作成者（担当者） 井上　正樹

事務事業コード 140-9 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市危険ブロック塀等安全確保支援事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

平成３０年６月１８日に大阪府北部地域を中心に発生した地震において、ブロック塀の下敷きになり、２名の方が死亡する人的被害
が発生した。今回の事故を踏まえ、市民の生命を保護するため、民間建築物に付属する危険なブロック塀を撤去し、安全性を確保
する必要がある。また、避難路の確保・救援活動の妨げにならないようにブロック塀についての適切な維持保全を促進する必要が
ある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

民間建築物に付属する危険ブロック塀の所有者。

意図
（どのような状態にしたいか）

地震が発生した場合に、危険ブロック塀の倒壊から市民の生命を保護できるように撤去を行い、避難経路の確保や
救援活動の妨げとならないよう安全性の確保を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ31 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・広報紙等での危険ブロック塀撤去補助の啓発、情報発信を行う。
・窓口にて危険ブロック塀撤去補助の支援制度などについての相談対
応を行う。
・危険ブロック塀撤去に要した費用の補助を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 危険ブロック塀等安全確保支援事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 1,716 132 660 0

県支出金 0 1,049 66 330 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 4,209 266 1,330 0

一般財源 0 1,444 68 340

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.42 0.23 0.23

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 6,509 1,525 2,594

小　　　　計 0 2,300 1,259 1,264

【1】

【2】

【3】

【4】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

■

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

危険ブロック塀等安全確保
支援事業

避難路に面する危険なブロック塀を除却するこ
とで安全性を確保する。 補助金助成件数 件 *** 24 2 10

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2,594

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 271 763 259

R03年度予算

対象（ 補助金助成件数 0 24 2 10

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 6,509 1,525

293.95% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 35.57% （↓）

100 100 100

*** 100 100
1 補助金交付率 交付件数／申請件数 %

***

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まないため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和元年度に開始した事業で、相談件数がまだ安定していないため想定を下回った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

周知については今まで通り実施し、適切な相談対応を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
　 実績は2件だった。事業に関する相談は一定程度あるが、実績には至っていない。今後も周知を行う
など、現状のまま継続する。

評価責任者

福島　修生

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）  危険ブロック塀等安全確保支援事業 
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 6 目 2 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 民間建築物吹き付けアスベスト対策支援事業
所管課 営繕課

作成者（担当者） 井上　正樹

事務事業コード 140-10 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）安全・安心なまちづくりの推進

□ 該当施策区分

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市民間建築物吹付けアスベスト含有調査事業補助金交付要綱(案)、玉名市民間建築物吹付けアスベスト除去等事業補助金交付要綱(案) 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

平成29年度に県が実施した民間建築物の吹き付けアスベスト使用実態調査が行われ、吹き付けアスベストが使用さ
れている民間建築物の吹き付けアスベスト調査台帳が作成され、フォローアップを行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

吹き付けアスベストが施行含まれている可能性のある民間建築物の所有者

意図
（どのような状態にしたいか）

市民に吹き付けアスベスト分析調査・撤去の補助を行う事で、健康被害の防止、安全性の確保を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 Ｈ31 年度～ R8 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・広報紙等での吹き付けアスベスト飛散防止の啓発、情報発信を行う。
・窓口にて吹き付けアスベスト補助の支援制度などについての相談対
応を行う。
・吹き付けアスベストの分析・撤去に要した費用の補助を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 民間建築物吹付けアスベスト含有調査事業

② 民間建築物吹付けアスベスト除去等事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 57 1,000 500 557

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

2,000

小　　　　計 0 57 2,000 500 2,557

一般財源 0 0 1,000 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.13 0.11 0.11

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 769 2,602 1,105

小　　　　計 0 712 602 605
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

■

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

民間建築物吹付けアスベ
スト含有調査事業

アスベストの健康被害を防止するため、民間の
既存建築物に施工されている吹付けアスベスト
の含有調査を支援する。

補助金助成件数 件 *** 1 0 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 1 0
民間建築物吹付けアスベ
スト除去等事業

アスベストの健康被害を防止するため、民間の
既存建築物に施工されている吹付けアスベスト
の除却を支援する。

補助金助成件数 件 ***

1,105

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 769 2,602 553

R03年度予算

対象（ 補助金助成件数 0 1 1 2

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 769 2,602

470.95% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 29.55% （↓）

100 100 100

*** 100 100
1 補助金交付率 交付件数／申請件数 %

***

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

調査：国庫補助10/10

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

随時相談対応を行った。また、実績により予算を縮小した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和2年12月アスベスト対策支援事業補助金の事業延長・見直しにおいて、民間建築物においては、令和7年度末まで着手期
限を延長するとの通知があり、事業実施に必要な含有調査2件(前年度件数)を計上。除去分については含有調査結果や事前
相談の状況等に応じて次年度に計上する等して対応していく予定。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
　 一昨年にアスベスト含有調査をされ、昨年含有部分の一部を除却された事業主に対し補助を行っ
た。アスベスト除却の事業については、国も力を入れられており、今後は事業を縮小しながらも継続す
る。

評価責任者

福島　修生

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）  民間建築物吹付けアスベスト除去等事業 
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